
　　　　　　　　　主　　　　文
　　　　　被告人Ａに対する原判決を破棄する。
　　　　　同被告人を懲役三年六月に処する。
　　　　　同被告人の原審における未決勾留日数中七〇日を右刑に算入する。
　　　　　被告人Ｂ及び被告人Ｃの本件各控訴を棄却する。
　　　　　被告人Ｂの当審における未決勾留日数中一七〇日を、被告人Ｃの当審に
おける未決勾留日数中一五〇日をそれぞれ各被告人の原判決の刑に算入する。
　　　　　　　　　理　　　　由
　被告人Ａの控訴の趣意は、同被告人の弁護人羽田忠義、同小池剛彦、同宮崎好廣
連名作成名義の控訴趣意書及び弁護人川上三郎作成名義の控訴趣意書に、被告人Ｂ
の控訴の趣意は、同被告人の弁護人下島正作成名義の控訴趣意書に、被告人Ｃの控
訴の趣意は、同被告人の弁護人畑中耕造作成名義の控訴趣意書に、これらに対する
答弁は、検察官鈴木薫作成名義の答弁書にそれぞれ記載されたとおりであるから、
これらを引用し、これに対し、当裁判所は、記録及び当審における事実取調の結果
に基づき、次のとおり判断する。
　第一、　被告人Ａの各控訴趣意について
　所論は、要するに、本件覚せい剤事犯は偶発的、一回的犯行であつたうえ、現実
に社会に流された覚せい剤の量もそれほど多くなかつたこと、覚せい剤の密輸入に
対する被告人Ａの関与の程度は比較的小さかつたこと、共犯者との刑の均衡、被告
人Ａの身上などに照らすと、原判決の量刑は重過ぎて不当であるというのである。
　そこで、右所論について検討してみるのに、被告人Ａは、昭和五三年三月下旬こ
ろ、相被告人Ｂから、韓国から覚せい剤を密輸入し、国内で密売して利益をあげる
計画があるが、これに資金を提供してくれる人を捜して欲しい旨依頼されて、与野
市在住のＤを相被告人Ｂに紹介し、自らも同年四月三日ころ、右Ｄ方に、同人、相
被告人Ｂ、Ｅと共に集まり、その際覚せい剤密輸入の謀議に加わり、更に相被告人
Ｂに依頼されて渡韓用のパスポートと航空券をＤに届けるなど、右両者間の連絡係
としての役割を果たし、その後、相被告人ＢとＥが韓国から国内に持ち込んだ覚せ
い剤約五〇〇グラムのうちの約九〇グラムを相被告人Ｃに譲渡したものであつて、
営利の目的で行つた約五〇〇グラムという大量の覚せい剤の密輸入に共謀者として
関与したうえ、営利の目的でそのうちの約九〇グラムを他に譲渡した刑事責任は重
大であり、被告人Ａを懲役四年の実刑に処した原判決の量刑も首肯し得ないわけで
はない。しかし、被告人Ａの関与した覚せい剤の密輸入は本件一回限りであるこ
と、国内に持ち込まれた覚せい剤の半分強にあたる約二六六グラム余りは押収され
て社会に流されることなく終つたこと、相被告人Ｂが、主導的立場で本件覚せい剤
の密輸入を計画し、Ｅと共に自ら渡韓し、覚せい剤を買い付けて国内に搬入し、そ
の後も自らこれを所持して売りさばきに努めていたことや、Ｅが、本件覚せい剤の
密輸入計画の立案、実行から、その後の覚せい剤の所持、換金の努力に至るまで、
終始相被告人Ｂと共にこれを行つたことに較べると、被告人Ａが本件覚せい剤密輸
入事犯中において果たした役割は、これらの共犯者よりはかなり小さなものであつ
て、その後の覚せい剤約九〇グラムの譲渡の件を考慮に入れても、その刑責は相被
告人ＢはもとよりＥよりも一段軽いと考えられること、被告人Ａには前科がないこ
と、そのほか、同被告人の家庭の状況、殊に二児の母親であるこどなとも合わせ考
えると、被告人Ａに対する原判決の量刑は刑期においてやや重きに過ぎると考えら
れる。論旨は理由がある。
　第二、　被告人Ｂの控訴趣意について
　所論第一点は、要するに、原判決は判示第二の一の覚せい剤取締法の輸入罪と判
示第二の二の関税法の無許可輸入罪とが併合罪の関係にあるとして処断したが、両
罪は観念的競合の関係にあると解すべきであるから、原判決には法令の適用を誤つ
た違法があり、これか判決に影響を及ぼすことが明らかであるというのである。
　そこで、右所論について検討してみるに、本件は、被告人Ｂらが、営利の目的
で、約五〇〇グラムの覚せい剤を隠匿携帯して韓国Ｆ空港から空路Ｇ空港に到着し
て右覚せい剤を本邦に運び込み、引き続き、東京税関羽田税関支署旅具検査場にお
いて、通関手続として旅具検査を受けるにあたり、右覚せい剤携帯の事実を申告し
ないで同所を通過した事案である。このように、本件における覚せい剤取締法の輸
入罪と関税法の無許可輸入罪とは、ほぼ同一の日時・場所における同一の覚せい剤
輸入の機会に犯されたものである。しかしながら、覚せい剤取締法一三条にいう輸
入とは、その立法趣旨等からして、覚せい剤を陸揚して本邦に運び入れる行為をい
うのであり、覚せい剤が本邦へ陸揚されれば、それがいわゆる関税線の内であると



外であるとを問わず、直ちに輸入は既遂に達するものと解されるのに対し、関税法
にいう輸入とは、外国から本邦に到着した貨物を関税線を通過して本邦に引き取る
行為をいうのであり（関税法二条一項一号参<要旨>照）、その時点で既遂に達する
ものと解される。そして、本件においては、覚せい剤取締法の輸入罪は、被告</要
旨>人Ｂらが空港に到着して覚せい剤を本邦に持ち込んだ時に既遂になつたと解され
るのに対し、関税法の密輸入罪は、右覚せい剤取締法の輸入罪が既遂となり、覚せ
い剤が本邦に到着した以後に実行の着手があり、税関長に申告をしないで前記旅具
検査場を通過した時に既遂となつたものと解される。従つて、被告人Ｂらの右各法
違反罪にあたる行為は、同被告人らが覚せい剤を本邦内に持ち込む過程で為したそ
れぞれ別個の行為であるから、被告人Ｂらの犯した両罪を併合罪として処断した原
判決に誤りはなく、論旨は理由がない。
　所論第二点は、要するに、原判決は判示第二の一の覚せい剤輸入罪と判示第二の
三の覚せい剤所持罪とを併合罪として処断したが、右覚せい剤の所持は、右輸入の
結果としての所持であつて、輸入とは別個の新たな所持とはいえず、両者は一罪と
して評価されるべきであるから、両罪の成立を認め、これらを併合罪として処断し
た原判決には法令適用の誤りがあり、これが判決に影響を及ぼすことが明らかであ
るというのである。
　そこで、右所論について検討してみるのに、被告人Ｂは、Ｅと共に、昭和五三年
四月二日ころ覚せい剤約五〇〇グラムを国内に搬入した後、これを営利の目的で肩
書住居の自己の居室内に隠匿所持する過程で、同月一三日ころＤに約一〇〇グラ
ム、同月一六日ころ、相被告人Ａに約九〇グラムを渡し、同日ころＨに約二〇グラ
ムを譲渡するかたわら、一部を自己使用し、その余は、四月下旬ころから五月初め
ころまでは右Ｅが被告人Ｂの居宅外に保管した後、再び被告人Ｂが自宅に持ち帰つ
て所持しているところを同月四日捜索により発見されるに至つたものである。そし
て、被告人Ｂの原判示第二の三の所持は、右捜索時点ころの所持であつて、前記の
ような輸入後の所持の態様の変遷経過に照らすと、原判示第二の一の輸入に伴う必
然的結果としての所持とは到底認められないから、原判決がこれらを併合罪として
処断したことは正当である。論旨は理由がない。
　所論第三点は、要するに、本件覚せい剤事犯は偶発的、一回的犯行であり、社会
に流れた覚せい剤の量もそう多くはないこと、被告人Ｂは主導的立場で本件覚せい
剤の密輸入を行つたものではないことなとを考慮すると、原判決の量刑は重過ぎて
不当であるというのである。
　そこで、右所論について検討してみるのに、被告人Ｂは、Ｅから、韓国から覚せ
い剤を密輸入して国内で密売すれば大儲けができる旨の話を聞いて乗り気となり、
覚せい剤の買い付け資金の提供者を捜し始め、相被告人Ａの紹介でＤを知り、昭和
五三年四月三日ころの謀議以降終始主導的立場で、自らＥと共に韓国に渡つて覚せ
い剤約五〇〇グラムを買い付けて国内に搬入し、これを自ら所持し、その裁量で一
部を共犯者に交付したり、約二〇グラムをＨに譲渡し、一部を自己使用したほか、
窃盗一件を働いたものであり、殊に、営利の目的でした覚せい剤輸入罪及び所持罪
の罪質、密輸入した覚せい剤の量が多量であり、その犯行において果たした役割か
重要であつたことに徴すると、被告人Ｂの刑事責任は重大であるといわなければな
らない。もつとも、本件覚せい剤の密輸入は一回限りの犯行であつて根深いもので
はないこと、密輸入した量の半分強にあたる約二六六グラム余りは社会に流される
ことなく終つたこと、被告人Ｂが覚せい剤の密輸入を決意するについては、子供の
学資の捻出に苦慮しているＥを助けてやりたいという気持も働いており、Ｈに二〇
グラムを譲渡したのも、窮状にある同人を助けてやろうという気持からであつたこ
と、被告人Ｂには前科はないこと、その他所論指摘の同被告人のために酌むべき事
情も認められる。しかし、前記のような刑責の重大であることに照らすと、これら
の点を斟酌しても、原判決の量刑が不当に重いとは考えられない。論旨は理由がな
い。
　第三、　被告人Ｃの控訴趣意について
　所論は要するに、被告人Ｃの本件犯行は偶発的なもので、譲り受けた覚せい剤を
他に譲渡する意思もなかつたこと、被告人Ｃには同種の前科はないこと、家庭には
被告人Ｃを頼りにしている老母がいることなどを考慮すると、原判決の量刑は重過
ぎて不当であるというのである。
　そこで、右所論について検討してみるのに、被告人Ｃは、相被告人Ａから覚せい
剤約九〇グラムを譲り受けたものであるが、被告人Ｃが譲り受けた覚せい剤の量は
少なくなく、同被告人は相被告人Ａから売りさばき方を依頼されて右覚せい剤を譲



り受けたものであり、その後これの小分けを行うなどして他に譲渡する準備をして
いたほか、被告人Ｃはこれまでに詐欺、賭博、銃砲刀剣類所持等取締法違反などの
前科数犯を有し、昭和五一年一二月に最後の詐欺罪による刑を終えてから一年半も
たたないうちにまた本件を敢行したものであることをも考え合わせると、犯情は悪
質であるといわざるをえない。してみれば、本件が相被告人Ａから覚せい剤の換金
方を依頼されたことから犯された偶発的犯行であること、被告人Ｃには同被告人を
頼りにしている老母と一人娘があること、その他同被告人のために酌むべき事情を
斟酌しても、原判決の量刑が不当に重いとは考えられない。論旨は理由がない。
　よつて、被告人Ｂ及び同Ｃに対しては、刑訴法三九六条により本件各控訴を棄却
し、刑法二一条を適用して、被告人Ｂに対し当審における未決勾留日数中一七〇日
を、被告人Ｃに対し当審における未決勾留日数中一五〇日をそれぞれ各被告人の原
判決の刑に算入し、刑訴法一八一条一項但書により被告人Ｂ及び同Ｃの当審におけ
る各訴訟費用はそれぞれ被告人らに負担させないこととし、被告人Ａに対しては、
同法三九七条一項、三八一条により原判決を破棄し、同法四〇〇条但書により更に
次のとおり判決する。
　原判決の認定した罪となるべき事実に原判決と同一の法令を適用し処断した刑期
の範囲内で被告人Ａを懲役三年六月に処し、刑法二一条を適用して原審における未
決勾留日数中七〇日を右刑に算入することとする。
　よつて、主文のとおり判決する。
　（裁判長裁判官　堀江一夫　裁判官　森眞樹　裁判官　濱井一夫）


